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東日本大震災のケースに見る	
日本の政策システム：現況と課題
Japan’s Policy System with Cases of the Great Eastern Japan 




 The Great Eastern Japan Earthquake (the Disaster) is considered as a large-scale complex disaster, given 
its impacted dimensions, interlinked issues and associated uncertainties including radiation caused by the 
nuclear disaster. How has public policy addressed to the complex disaster? The author believes that 
addressing this challenge appropriately largely depends on the policy system where public policies are 
formed and implemented, since the policy system is related to how to make use of policy resources 
including human and financial resources and information/knowledge. This paper provides a baseline of the 
policy system based on policy analysis and evaluation, and identifies gaps between current policy systems 
and the associated challenges posea by the Disaster. The paper provides policy recommendations for 
realizing better policy systems in Japan based on policy analysis and evaluation in Japan.
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1 ．問題意識・目的































 1）	 Todd	M.	Laport,	“Organizational	Strategies	for	Complex	System	Resilience,	Reliability,	and	Adaptation”（Chapter	10）in	Seeds of Disaster, 


















































めたリストを、BOX 1 に示す。さらに、BOX 1 のリストに掲げる特質を踏まえた実際の政策システ
ムのモデル例を、本稿が重視する政策過程と政策知（政策上利用できる知）の視点から見ると、そ

























































3 . 1 　東日本大震災の複合災害の構造的特徴と政策システムの関係















































































ASEAN 諸国などへの防災機材の供与 外務省 42億円
調査捕鯨の支援 農務省 23億円
原子力規制長の移転費用 環境省 21億円







































































は、そうした視点から、上述の基本的な政策評価の定義に BOX 1 に示した基本的なシステム要件を組
み合わせることによって、政策評価システムの基本的な要件を導き出すことができる（BOX 3 参照）。
　BOX 3 を参照しながら、BOX 2 の組織で行われてきた検証、評価を概観すると次のように指摘で




























































　東日本大震災のケースの検証を通して、日本の政策システムの課題が大きく示された。上記 3 . 1





























に基づく予算チェックのできるシステムがあれば、3 . 2 で扱ったような予算の問題は少なくともよ
り早い段階で明らかになっていたのではないだろうか。
　また、3 . 2 で取り上げた日本の会計検査院は、米国の政府説明責任局 GAO（Government	
Accountability	Office）と比較される場合が多いが、実際、日本の会計検査院と GAO のシステムは、












13）	「日本の予算議論と政策決定に欠けるもの」、Journal of Policy Studies, No. 41	July	2012 関西学院大学、総合政策学部研究会、
pp. 113-140。
14）	同上。

























化であろう。その点では、4 ．で提示した米国の CBO および GAO における政策分析、政策評価機能
が参考になるのではないか。現状において、国会側の予算分析チェック機能および政策評価システ
ムの薄さを克服することは、重大な日本の政策システム上の課題である。
　そのようにして国会および付属機能の政策分析、評価を中心とした政策システムを強化すること
によって、さらにそれが民間研究機関やその他の機関による政策分析、政策評価をより促進し、多
層的な政策形成、ひいては多層的な政策システムを構築することにつながるのはないだろうか。そ
の過程の中でこそ、東日本大震災で経験した教訓を無駄にせず、次に繋げるための確かな道筋を構
築することができると考えられる。
